






































用いる。すなわち、 「多水準モデルJ i直接選挙J r従業員の代表を統制する権利を従業員に与えるこ
と」、 i:曹思
第4章でで、は、これまでは閉鎖的であるとされてきたドイツの特に化学企業に焦点、を当て、どのような対
話の仕組みを構築しているのか、バイエル社の事例を通して検討している。同社は、独自のガイドライン
を規定し公開している。これにより、常時、社会からの評価・点検が可能となり、バイエルは企業外部に
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よる監視にさらされ、批判を受けやすい態勢にあることになる。これも、対話志向的コミュニケーション
のひとつの方法として考えることができる。また、そのガイドラインの中には、対話が重要なものとして
位嵩づけられている。それを具体化したものが、バイエル本社に隣接している「バイエル・コミュニケー
ションセンター」である。本草では、ガイドラインとコミュニケーションセンターについて概説しながら、
バイエルの企業対話の試みを検証する。
終章ーでは、本論文で明らかにしえなかった問題を、今後の課題として提起している。
論文審査の結果の要旨
審査委員会は三上氏の学位請求論文を審査し、本論文が博士(経営学)の学位授与に値するものである
と判断した。
三上氏は、企業の正当性と対話に関して、ドイツにおける理論の展開を整理・検討することを通じて企
業の実践を分析するための枠組みを提示し、それに基づいてドイツ企業の実践を分析している。日本にお
いて、この分野におけるドイツの理論は断片的に紹介されているのみであり、企業の実践例もほとんど知
られていない。本論文は、ドイツにおける興味深い実践とその基礎となった埋論を体系的に解明すること
を試みた唯一の業績である。本論点;は序章に続いて、企業の正当性問題を論じた第 l章、企業対話の基礎
理論を展開した第2主義、企業内部における対請の実践例を分析した第3章、企業と社会との対話の実践例
を分析した第4章、および終苧.から構成されている。第 l帝および第2輩が理論研究であり、第3草と第
4章が実証研究である。
本論文の意義は、理論研究と実証研究の双方に認められる。理論研究においては、ウューパー、ルーマ
ン、ハーパーマス等ーにより、経営学の外部で議論されてきた正当性の概念を吟味し、これを企業の正当性
という、経営学にとって重要な問題の分析に適用可能なものに構成した点、そして正当化の方法として経
常学が取り上げてきた、説明による正当化の限界を福摘し、対話による正当化という、新しい考え方を提
示した点に、本論文の独自性が認められる。先行する諸研究が体系的に整理・検討されており、論証も説
得的である。理論研究の最後に提示された、対話の類型化は、この分野の実証研究を体系的におこなって
いく上で重要な意義をもつものである。ご上氏は企業がおこなう対話を、一方において、対話をおこなう
範聞を基準とし、他方において、対話をおこなう根拠を基準として、 4つの類型に分類する。前者を基準
として、企業の内部との対話と外部との対話が区別され、後者を基準として、法律を恨拠とする対話と企
業の自宅的な努力に基づく対話とが区別される。本論文の実証研究は、この類型化に基づいておこなわれ
ている。
実証研究においては、共同決定の他に、すでに対話を試みているドイツ企業の実践例が検討されている。
共同決定は、従来の研究とは異なり、企業内部における、法律を根拠とする対話としての側面から検証さ
れている。企業内部における、企業の自主的な対話の例として、ボルスト社の試みが取り上げられている。
ポルスト祉は共同決定法の適用外にある企業であるが、自社の判断に基づいて独自の企業対話をおこなっ
ている。企業の外部との対話の例として、バイエル社の試みが取り上げられている。バイエル社は、企業
行動ガイドラインを策定し、公表しているが、そこに、社会との対話に関する規定がある。社会との対話
を具体的に推進するために、バイエル社は本社に隣接して、 「バイエル・コミェニケーションセンターj
を設置している。ポルスト社とバイエル社の誌みは日本においてはほとんど知られておらず、貴重な事例
研究であるといえる。
以上のように、本論文は、企業の正当性と対話に関する、日本で唯一の研究であり、理論研究と実証研
究の双方において、この分野に対する顕著な貢献が認められる。なお、共同決定法の適岡下にある具体的
な企業の事例および企業外部における、法律を根拠とする対話の事例が取り上げられておらず、実証研究
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の基礎として提示された類型化に関しでも一層の桔織化が望まれるが、最後に指摘した点については、今
後の事例研究の積み重ねのなかで解決すべきものであろう。
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